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新たな事業の開始および業務上の提携に関するお知らせ 

 

当社は、2025 年 9月 17 日開催の取締役会において、下記のとおり新たな事業の開始および業務上

の提携に関することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

１．事業開始の趣旨 

当社は「情報インフラを共創し、世界をより良くする」をミッションに掲げ、インターネッ

ト上での不正アクセスを検知する技術を開発し提供しています。現在主力の Fraud Alert は、

金融機関等の事業者と消費者を繋ぐ接点における「なりすまし」を検知するサービスを展開し

ています。 

リアルな世界の取引がますますインターネットと密接に結びつく現代社会において、 

「今やりとりをしている相手が真にその人であること」を保証することは、取引の安全性を

確保するうえで不可欠です。 

本サービスは、従来は郵送による住所確認等に依存していた本人確認プロセスをデジタル化

し、コスト削減と正確性の向上を同時に達成します。また、全国規模で均一に利用可能な仕組

みを構築するために全国 10 社の一般送配電事業者と業務提携をしました。 

国民の財産を犯罪者から守り、本サービスを通じて安全で信頼できる取引社会を実現する社

会的インフラを提供することを目指しています。 

（背景） 

近年、インターネットを介した金融取引は生活に不可欠なインフラとして浸透しています。

一方で、口座の不正開設やなりすまし被害は急増しており、警察庁の統計によると、2023 年の

インターネットバンキングによる不正送金被害額は約 29億 9,600 万円に達しました。 

さらに、金融活動作業部会（FATF）による第 4次対日相互審査の結果、日本は「重点フォロー

アップ国」に指定され、特に口座開設後の「継続的顧客管理」の不十分さが強く指摘されてい



ます。こうした状況を受け、特定事業者では本人確認業務の重要性が増す一方、ハガキ郵送な

ど従来型の確認手法に依存するため管理コストが急増しています。 

 

２．新たな事業の概要 

当社は、全国 10社の送配電事業者と連携し電力契約情報を活用した不正口座開設防止・継

続的顧客管理の高度化及び管理コストの低減を同時に実現する「Grid Data KYC」の提供を開

始いたします。 

本サービスにより、金融機関や資金移動業者、クレジットカード事業者など特定事業者は、

従来よりも効率的かつ低コストで本人確認業務の遂行が可能となります。 

（１）不正口座開設の防止 

電力契約情報と顧客情報を突合し顧客が申請した住所の真偽を高精度に判定し、偽装住所や

空き家を悪用した不正口座開設を未然に防止することが可能です。 

 

（２）継続的顧客管理の高度化 

口座開設後も、最新の電力契約情報を活用して住所の正確性を定期的に確認 

従来の郵送確認などアナログな方法に頼らず、効率的な本人情報更新が可能です。 

 

（３）管理コストの削減 

郵送による住所確認作業を郵送前に突合し大幅にデジタル化することで、口座数に比例して

増加していた郵送コストを削減することが可能です。 

 

（４） 全国規模での対応 

全国 10 社の送配電事業者と連携することで、日本全国をカバー 

地域差なく均一で高精度な不正検知が可能となります。 

 

３．事業開始期日 

2025 年 10 月 15 日（予定） 

 

４．当該事業の開始のために特別に支出する金額及び内容 

 当該事業のために特別に支出金額は軽微であります。 

 

 

５．今後の見通し 

本件による当社の当期の業績への影響は軽微と考えております。また翌期以降の業績に与え

る影響については、来期の業績予想の発表時に開示する予定です。開示すべき重要な事項が発

生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

６.代表島津のコメント 

本サービスの実現にあたっては、金融庁、警察庁、経済産業省 資源エネルギー庁、個人情

報保護委員会、内閣官房をはじめとする関係当局の皆様、そして全国の一般送配電事業者の関

係者の皆様、さらには実証実験にご協力いただいた金融機関のお客様に多大なるご支援を賜り

ました。その結果、電気事業法の改正へと結実し、本日のリリースに至ることができました。

ご尽力いただいた全ての皆様に心より感謝申し上げます。 

カウリスは、「Grid Data KYC」提供を通じて、金融機関における顧客管理・本人確認業務を

抜本的に効率化すると同時に、金融犯罪の抑止に貢献し、日本の金融インフラをより安全で強

固なものにしてまいります。 

 

７．業務提携の相手先の概要 



 

 

（１）会社名 北海道電力ネットワーク株式会社 

（２）所在地 北海道札幌市中央区大通東１丁目２番地 

（３）代表者 取締役社長 社長執行役員 細野 一広 

（４）事業内容 一般送配電事業 

（５）資本金 10,000 百万円 

（６）設立年月日 2019 年４月１日 

（７）大株主と持株比率 北海道電力株式会社 100％ 

（８）当社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 ロイヤリティの支払 

関連当事者への該当
状況 

該当事項はありません。 

（９）最近３年間の財政
状態及び経営成績 

先方要請により非公開 

（１）会社名 東北電力ネットワーク株式会社 

（２）所在地 宮城県仙台市青葉区本町１丁目７番１号 

（３）代表者 代表取締役社長 髙野 広充 

（４）事業内容 一般送配電事業 

（５）資本金 24,000 百万円 

（６）設立年月日 2019 年４月１日 

（７）大株主と持株比率 東北電力株式会社 100％ 

（８）当社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 ロイヤリティの支払 

関連当事者への該当
状況 

該当事項はありません。 

（９）最近３年間の財政
状態及び経営成績 

先方要請により非公開 

（１）会社名 東京電力パワーグリッド株式会社 



 

 

（２）所在地 東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 

（３）代表者 代表取締役社長 金子 禎則 

（４）事業内容 一般送配電事業 

（５）資本金 80,000 百万円 

（６）設立年月日 2015 年４月１日 

（７）大株主と持株比率 東京電力ホールディングス株式会社 100％ 

（８）当社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 ロイヤリティの支払 

関連当事者への該当
状況 

該当事項はありません。 

（９）最近３年間の財政
状態及び経営成績 

先方要請により非公開 

（１）会社名 中部電力パワーグリッド株式会社 

（２）所在地 愛知県名古屋市東区東新町１番地 

（３）代表者 代表取締役 社長執行役員 清水 隆一 

（４）事業内容 一般送配電事業 

（５）資本金 40,000 百万円 

（６）設立年月日 2019 年４月１日 

（７）大株主と持株比率 中部電力株式会社 100％ 

（８）当社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 ロイヤリティの支払 

関連当事者への該当
状況 

該当事項はありません。 

（９）最近３年間の財政
状態及び経営成績 

先方要請により非公開 

（１）会社名 北陸電力送配電株式会社 

（２）所在地 富山県富山市牛島町１５番１号 



 

 

（３）代表者 代表取締役社長 棚田 一也 

（４）事業内容 一般送配電事業 

（５）資本金 10,000 百万円 

（６）設立年月日 2019 年４月１日 

（７）大株主と持株比率 北陸電力株式会社 100％ 

（８）当社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 ロイヤリティの支払 

関連当事者への該当
状況 

該当事項はありません。 

（９）最近３年間の財政
状態及び経営成績 

先方要請により非公開 

（１）会社名 関西電力送配電株式会社 

（２）所在地 大阪府大阪市北区中之島３丁目６番１６号 

（３）代表者 代表取締役社長 白銀 隆之 

（４）事業内容 一般送配電事業 

（５）資本金 40,000 百万円 

（６）設立年月日 2019 年４月１日 

（７）大株主と持株比率 関西電力株式会社 100％ 

（８）当社との関係 

資本関係 当社株式直接保有 1.7％ 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 システム開発受託、ロイヤリティの支払 

関連当事者への該当
状況 

該当事項はありません。 

（９）最近３年間の財政
状態及び経営成績 

先方要請により非公開 

（１）会社名 中国電力ネットワーク株式会社 

（２）所在地 広島県広島市中区小町４番３３号 

（３）代表者 代表取締役社長 長谷川 宏之 



 

 

（４）事業内容 一般送配電事業 

（５）資本金 20,000 百万円 

（６）設立年月日 2019 年４月１日 

（７）大株主と持株比率 中国電力株式会社 100％ 

（８）当社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 ロイヤリティの支払 

関連当事者への該当
状況 

該当事項はありません。 

（９）最近３年間の財政
状態及び経営成績 

先方要請により非公開 

（１）会社名 四国電力送配電株式会社 

（２）所在地 香川県高松市丸の内２番５号 

（３）代表者 代表取締役社長 社長執行役員 高畑 浩二 

（４）事業内容 一般送配電事業 

（５）資本金 8,000 百万円 

（６）設立年月日 2019 年４月１日 

（７）大株主と持株比率 四国電力株式会社 100％ 

（８）当社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 ロイヤリティの支払 

関連当事者への該当
状況 

該当事項はありません。 

（９）最近３年間の財政
状態及び経営成績 

先方要請により非公開 

（１）会社名 九州電力送配電株式会社 

（２）所在地 福岡県福岡市中央区渡辺通２丁目１番８２号 

（３）代表者 代表取締役社長 今村 弘 

（４）事業内容 一般送配電事業 



 

（５）資本金 20,100 百万円 

（６）設立年月日 2019 年４月１日 

（７）大株主と持株比率 九州電力株式会社 100％ 

（８）当社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 ロイヤリティの支払 

関連当事者への該当
状況 

該当事項はありません。 

（９）最近３年間の財政
状態及び経営成績 

先方要請により非公開 

（１）会社名 沖縄電力株式会社 

（２）所在地 沖縄県浦添市牧港５丁目２番１号 

（３）代表者 代表取締役社長 社長執行役員 本永 浩之 

（４）事業内容 電気事業、建設業、その他 

（５）資本金 7,586 百万円 

（６）設立年月日 1972 年５月 15日 

（７）大株主と持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 10.4％ 
沖縄電力社員持株会 5.8％ 
沖縄県知事 5.0％ 
等 

（８）当社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 ロイヤリティの支払 

関連当事者への該当
状況 

該当事項はありません。 

（９）最近３年間の財政状態及び経営成績（連結）（単位：百万円） 

決算記 2023 年３月期 2024 年３月期 2025 年３月期 

純資産 480,546 498,671 500,411 

総資産 114,495 118,830 123,550 

１株当たり純資産（円） 2,073.44 2,150.50 2,234.49 

売上高 223,517 236,394 236,540 



 

以上 

営業利益 △48,406 3,481 7,322 

経常利益又は経常損失
（△） 

△48,799 2,568 5,665 

親会社株主に帰属する当
期純利益又は親会社株主
に帰属する当期純損失
（△） 

△45,457 2,391 4,322 

１株当たり当期純利益又
は１株当たり当期純損失
（△）（円） 

△836.98 44.02 79.59 

１株当たり配当金（円） － 10 20 


